
　　　　　　　　　　　　　　財務諸表に対する注記

1　継続事業の前提に対する注記

該当なし

2　重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　 減価償却資産について、定額法により直接減価償却を実施している。

（２）消費税の会計処理

消費税の会計処理は税込方式によっている。

3　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

車両運搬具

什器備品

合　　　計

4　補助金の内訳並びに交付者、当期の交付額及び返還額

補助金の内訳並びに交付者、当期の交付額及び返還額は、次のとおりである。

0

0

0

高年齢者就業機会確保事業費等補助金

合　　　計

10,650,000

21,300,000

市町村

連合会 10,650,000高年齢者就業機会確保事業費等補助金

477,647

当期返還額当期交付額交付者

612,670

9,569,573

395,111

補助金等の名称

科　　目 取 得 価 格

8,956,903

減価償却累計額

8,696,815

当 期 末 残 高

260,088

9,091,926

217,559



附　属　明　細　書

１．基本財産及び特定資産の明細

　　該当なし

２．引当金の明細

　　該当なし




